
郡山市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和８年９月28日 

郡山市長 椎 根 健 雄  

郡山市条例第37号 

   郡山市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 郡山市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年郡山市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(1) 条例等 条例及び規則（地方自治法（昭和22年法律第67号）第

138条の４第２項に規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年

法律第292号）第10条に規定する企業管理規程を含む。以下同じ

。）並びに地方自治法第252条の17の２第１項又は地方教育行政

の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第55条第

１項の規定に基づき福島県が制定した事務処理の特例に関する条

例により市が処理することとされた事務について規定する福島県

の条例及び福島県の執行機関の規則をいう。 

(1) 条例等 条例及び規則（地方自治法（昭和22年法律第67号）第

138条の４第２項に規定する規程及び地方公営企業法（昭和27年

法律第292号）第10条に規定する企業管理規程を含む。以下同じ

。）をいう。 

(2)～(10)（略） (2)～(10)（略） 

（電子情報処理組織による処分通知等） （電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他

の条例等の規定により書面等により行うこととしているものであっ

て規則で定めるものについては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、電子情報処理組織（市の機関等の使用

に係る電子計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用し

て行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が当該電

子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則で定める方式

第４条 市の機関等は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他

の条例等の規定により書面等により行うこととしているものであっ

て規則で定めるものについては、当該条例等の規定にかかわらず、

規則で定めるところにより、電子情報処理組織（市の機関等の使用

に係る電子計算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機

とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用し

て行うことができる。 



による表示をする場合に限る。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事

情がある場合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付す

る必要があるものがある場合その他の当該処分通知等のうちに第１

項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著

しく不適当と認められる部分がある場合として規則で定める場合に

は、規則で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分以

外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第

２項中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等

（第５項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。以下この

項から第４項までにおいて同じ。）」とする。 

 

附 則 

 この条例は、令和８年10月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


